
「 介護保険法施行規則第 140 条の 63 の２ 第１ 項第１ 号に規定する 厚生労働大臣が定め

る基準の制定に伴う 実施上の留意事項について」 の一部改正について 

 

○ 介護保険法施行規則第 140 条の 63 の２ 第１ 項第１ 号に規定する厚生労働大臣が定める

基準の制定に伴う 実施上の留意事項について（ 令和３ 年３ 月 19 日老認発 0319 第３ 号）（ 抄）  

 

第１  報酬告示の性格（ 略）  

第２  届出手続き の運用（ 略）  

第３   訪問型サービス、 通所型サービ ス及び介護予防ケアマネジメ ン ト の単位数表に関す

る事項 

１  通則（ 略）  

２  訪問型サービ ス費（ 略）  

指定相当通所型サービスの基本報酬においては、 入浴介助及び運動器機能向上サ 

   ービスの実施に係る費用が包括評価さ れていると こ ろ であり 、 指定相当通所型サー 

ビスは、基準告示第 47 条に定めると おり 、その利用者が可能な限り その居宅におい 

て、自立し た日常生活を営むこ と ができ るよう 、必要な日常生活上の支援及び機能訓 

練を 行う こ と により 、利用者の心身の機能の維持回復を図り 、も っ て利用者の生活機 

能の維持又は向上を目指すも のであるこ と を 踏まえ、 サービスの実施に当たっ ては 

以下の点に留意するこ と 。  

 は、 利用者自身で又は家族等の介助によっ て入浴ができ るよう になる 

 こ と を 目的と し て行う こ と 。 こ の際、 利用者の状態や、 当該利用者が日頃利用す 

る浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を 確認し 、 こ れを 踏まえて、 利 

用者が日頃利用する浴室に近い環境で行う こ と が望まし い。  

 （ 利用者の運動器の機能向上を目的と し て個別に実施 

さ れる機能訓練であっ て、利用者の心身の状態の維持または向上に資すると 認め 

ら れるも のを いう 。） は、専ら 機能訓練指導員の職務に従事する 理学療法士、作業 

療法士、 言語聴覚士、 看護職員、 柔道整復師、 あん摩マッ サージ指圧師、 はり 師 

又はき ゅ う 師（ はり 師及びき ゅ う 師については、 理学療法士、 作業療法士、 言語 

聴覚士、 看護職員、 柔道整復師又はあん摩マッ サージ指圧師の資格を有する機能 

訓練指導員を 配置し た事業所で６ 月以上勤務し 、 かつ、 機能訓練指導に従事し た 

経験を有する者に限る。） を １ 名以上配置し 、 国内外の文献等において介護予防 

の観点から 有効性が確認さ れている手法等を用いて行う こ と 。  
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出典： 日本整形外科学会:ロコ モティ ブシンド ローム予防啓発公式サイ ト ロコ モオンラ イ ン
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質問項目 回答

1
 令和６ 年４ 月1日の報酬改定の変更内容については、 いつ示さ れたの

か。

 令和６ 年3月21日号のフ レ ッ シュ 情報（ P５ ） 『 令和６ 年度介護報酬

改定に伴う 「 介護予防・ 日常生活支援総合事業」 の従業者、 設備及び運

営等の基準並びにサービ ス報酬の改定について』 で、 通知し ています。

「 運動器機能向上加算の基本報酬への包括化」 についても 、 お知ら せし

ている と こ ろ ですが、 サービスの実施状況を踏まえ、 今回、 指針を お示

し する も のです。

2

 介護予防サービス・ 支援計画書の支援計画欄に、 運動器機能向上の記

載がない利用者についても 、 「 運動器機能向上サービス」 を提供する の

か。

 介護予防ケアプラ ンの目標達成に向けたサービ スの提供が優先さ れま

すが、 介護保険最新情報Vol.1222のP９ ～11に記載のあると おり 、 基本

報酬に「 運動器機能向上サービ ス」 が含まれていますので、 支援計画欄

に運動器機能向上の記載がない場合であっ ても 、 利用者の個々の状況に

あわせて「 運動器機能向上サービス」 を提供し てく ださ い。

3
 「 日常生活動作等に係る 利用者のニーズ」 は、 どのよ う なこ と を想定

し てるか。

 「 浴槽の出入り がスムーズにでき る よう になり たい。 」 「 調理の時に

⻑ く 立っ ていら れるよう になり たい。 」 「 洗濯物干し や掃除機かけが、

楽にでき るよ う になり たい。 」 「 お店や畑へ歩いていけるよう になり た

い。 」 等が考えら れます。

 こ れら のニーズを踏まえ、 「 運動器機能向上サービス」 を提供し てく

ださ い。 また、 運動機能や動作が影響する 「 日常生活動作等に係る 利用

者のニーズ」 がない場合については、 不活発な日常生活から 運動機能の

低下が起き ないよ う 「 運動器機能向上サービス」 を提供し てく ださ い。

4  「 運動器の機能の把握」 は必須なのか。

 「 運動器の機能の把握」 は、 必ず１ つ以上、 測定をお願いし ます。

 数値にて客観的に比較ができ る測定方法であれば、 ２ コ マ目で【 例】

と し て記載さ れている「 机など安定し たも のに手をついての開眼片足立

ち時間」 の測定でなく ても 、 構いません。 利用者の安全に留意し 把握し

てく ださ い。

5
 運動器機能向上サービスは、 個別のサービ ス提供時間と し て、 何分以

上と いう よう な目安はある のか。

 提供時間に決まり はあり ません。

 利用者の個々の状況にあわせて、 内容や時間等を決めて提供し てく だ

さ い。

6
 「 運動器の機能の把握」 及び介護予防ケアプラ ン 作成者への報告を こ

れまどおり 、 月１ 回行っ ても よいか。
 月１ 回の実施も 可能です。

7

 ２ コ マ目で【 例】 と し て記載さ れている「 机など安定し たも のに手を

ついての開眼片足立ち時間」 の測定では、 両手をついて実施を し ても よ

いか。

 バラ ンス力が低下し ていて転倒の可能性が高い利用者の場合は、 両手

をついて、 「 開眼片足立ち時間」 を測定し てく ださ い。

 測定の際には、 測定者が利用者のかたわら に立ち安全を確保し ます。

 但し 、 測定時に支えていた手足（ 右手・ 左手・ 右足・ 左足のいずれ

か） を 記録し 、 毎回の測定方法を統一し てく ださ い。

指定相当通所型サービ ス 運動器機能向上加算の基本報酬への包括化に関する⻑ 野市の指針について Q＆A

別紙３
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 ２ コ マ目で【 例】 と し て記載さ れている「 机など安定し たも のに手を

ついての開眼片足立ち時間」 の測定では、 右足・ 左足の両方の測定が必

要か。

必ずし も 両方を測定する 必要はあり ませんが、 毎回の測定方法を統一し

てく ださ い。

以下の厚生労働省資料を 参考にし てく ださ い。

https://www .mhlw .go.jp/top ics/2009/05/dl/tp0501-siryou3-5.pdf

9  セルフ ケア記録シート 「 ⻑ 野市めぐ り すごろ く 」 は必須なのか。

 サービス利用日以外の日にも 、 でき るだけ活動的な生活を送れる よ

う 、 セルフ ケアや活動量の維持・ 増加の重要性について、 利用者が学び

体験し たこ と を継続でき るよう 、 参考にお示し し たも のです。

10
 介護予防ケアプラ ン作成者へ「 運動器の機能の把握」 結果の報告は必

須なのか。

 介護予防ケアプラ ン作成者へは、 運動器機能向上サービスの実施状況

及び日常生活動作や運動機能等の評価結果を必ず報告し ます。

 その際、 介護予防ケアプラ ン 作成者はその評価結果を 参考に利用者の

心身機能を把握し 、 必要に応じ てプラ ンを 変更し ます。

11

 運動器機能向上加算の基本報酬への包括化に伴い、 通所系のサービ ス

を 利用する場合、 介護予防ケアプラ ン に運動器機能向上サービ スの位置

づけは必須なのか。

 必ずし も 必須ではあり ませんが、 介護予防ケアプラ ン 作成者は、 サー

ビス提供事業者から の評価結果を活かし 、 運動器機能向上サービスを受

ける状況を想定し て介護予防ケアプラ ンを 作成し ます。

https://www.mhlw.go.jp/topics/2009/05/dl/tp0501-siryou3-5.pdf
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Vol.１３５５    

令和７年２月１３日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 

高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各 都 道 府 県 介 護 保 険 担 当 課 （ 室 ）  
各 市 町 村 介 護 保 険 担 当 課 （ 室 ）  
各 介 護 保 険 関 係 団 体   御 中 

← 厚生労働省 高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

今回の内容 

 

「「その他の日常生活費」に係る 

Ｑ＆Ａについて」の一部改正について 
計４枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111 (内線３８７３) 

FAX : 03-３５９５-３６７０ 

 

別紙４



 

事 務 連 絡 
令和７ 年２ 月 13 日 

 
都道府県 

各 指定都市 介護保険主管部（ 局）  御中 
中 核 市 

 
厚生労働省老健局高 齢 者 支 援 課 

認知症施策・ 地域介護推進課 

老 人 保 健 課 

 
 

「「 その他の日常生活費」 に係るＱ ＆Ａ について」 の一部改正について 

 

 

介護保険制度の運営につき まし ては、平素より 種々ご尽力を いただき 、厚く 御

礼申し 上げます。  

近年、情報通信技術の進展に伴い、特別養護老人ホーム等の介護保険施設の利

用者においても イ ンタ ーネッ ト やスマート フ ォ ン 等の利用が広がり つつあり ま

す。  

こ う し た状況に鑑み、 利用者の生活の質を 向上さ せる ために居室等において

Wi -Fi 等の通信環境が利用でき る施設があると こ ろ 、こ う し た利用料の徴収が可

能であるこ と について明確化を 行う ため、「「 その他の日常生活費」 に係るＱ ＆Ａ

について」 ( 平成 12 年３ 月 31 日各都道府県介護保険担当課( 室) あて厚生省老人

保健福祉局介護保険制度施行準備室事務連絡) を 、 別紙のと おり 改正するこ と と

し まし たので、貴県又は貴市におかれまし ては、御了知の上、管下市町村又は事

業所等への周知を 徹底し 、その取扱いに当たっ ては遺漏なき よう 、よろ し く お願

い申し 上げます。



 

「 その他の日常生活費」 に係る Q＆Aについて( 平成 12 年３ 月 31 日)  

( 各都道府県介護保険担当課( 室) あて厚生省老人保健福祉局介護保険制度施行準備室)  

（ 傍線部分は改正部分）  

新 旧 

本年三月三〇日付けで「 通所介護等における日常生活に要する費

用の取扱いについて」を 厚生省老人保健福祉局企画課長通知( 老企第

五四号) と し て別添のと おり 発出し たと こ ろ であるが、「 その他の日

常生活費」 について想定さ れる照会について、 別添の通り Q＆Aを 作

成し まし たので送付し ます。  

各位におかれまし ては、 内容を 御了知の上、 適切に対応し ていた

だき ますよう よろ し く お願い申し 上げます。  

 

〔 別添〕  

「 その他の日常生活費」 に係るQ＆A 

問１ ～問８  （ 略）  

 

問９  利用者用の居室等における Wi -f i 等の通信設備の利用料は、利

用者から 徴収でき ないのか。  

答 サービス提供と は関係のない費用と し て、 徴収は可能である。  

 

本年三月三〇日付けで「 通所介護等における日常生活に要する費

用の取扱いについて」を 厚生省老人保健福祉局企画課長通知( 老企第

五四号) と し て別添のと おり 発出し たと こ ろ であるが、「 その他の日

常生活費」 について想定さ れる 照会について、 別添の通り Q＆Aを 作

成し まし たので送付し ます。  

各位におかれまし ては、 内容を 御了知の上、 適切に対応し ていた

だき ますよう よろ し く お願い申し 上げます。  

 

〔 別添〕  

「 その他の日常生活費」 に係るQ＆A 

問１ ～問８  （ 略）  

 

（ 新設）  

 

 

別紙 



 

【 改正後全文】  

 

「 その他の日常生活費」 に係る Q＆Aについて( 平成 12 年３ 月 31 日)  

( 各都道府県介護保険担当課( 室) あて厚生省老人保健福祉局介護保険制度施行準備室)  

 

本年三月三〇日付けで「 通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについ

て」 を厚生省老人保健福祉局企画課長通知( 老企第五四号) と し て別添のと おり 発出し

たと こ ろ であるが、「 その他の日常生活費」 について想定さ れる照会について、 別添

の通り Q＆Aを作成し まし たので送付し ます。  

各位におかれまし ては、 内容を御了知の上、 適切に対応し ていただき ますよう よろ

し く お願い申し 上げます。  

 

〔 別添〕  

「 その他の日常生活費」 に係るQ＆A 

問１  個人用の日用品について、「 一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と 考えら れ

るも の」 と し てはどう いっ たも のが想定さ れるのか。  

答 歯ブラ シ、 化粧品、 シャ ンプー、 タ オル等の日用品であっ て、 利用者に一律に提供さ れ

るも のではなく 、利用者個人又はその家族等の選択により 利用さ れるも のと し て、事業者

( 又は施設) が提供するも の等が想定さ れる。  

 

問２  個人用の日用品については、 一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と 考えら

れるも のに限ら れるこ と と さ れているが、それ以外の個人の嗜好に基づく いわゆる「 贅沢

品」 については、 費用の徴収ができ ないのか。  

答 サービス提供と は関係のない費用と し て、 徴収は可能である。  

 

問３  個人用の日用品については、 一般的に要介護者等の日常生活に必要と 考えら れるも

のであれば、例えば病院の売店で利用者が購入する場合であっ ても その費用は「 その他の

日常生活費」 に該当するのか。  

答 こ のよう な場合は、「 サービス提供の一環と し て提供さ れる便宜」 と は言い難いので、

「 その他の日常生活費」 に該当し ない。  

 

問４  個人用の日用品については、 一般的に要介護者等の日常生活に必要と 考えら れるも

のであれば、ある利用者の個別の希望に応じ て、事業者等が当該利用者の代わり にある日

用品を 購入し 、 その購入代金を利用者に請求する場合も「 その他の日常生活費」 に該当す

るのか。  

答 個人のために単に立て替え払いする よ う な場合は、 事業者等と し て提供する便宜と は

言えず、 その費用は「 その他の日常生活費」 に該当し ないため、 サービ ス提供と は関係の

ない費用と し て徴収を 行う こ と と なる。  

 

問５  個人専用の家電製品の電気代は、 利用者から 徴収でき ないのか。  

答 サービス提供と は関係のない費用と し て、 徴収は可能である。  



 

問６  施設にコ イ ンラ ンド リ ーがある場合、 その料金についても「 私物の洗濯代」 と し て「

その他の日常生活費」 に該当するのか。  

答 こ のよう な場合は、施設が洗濯サービスを 提供し ているわけではないので、その他の日

常生活費には該当し ない。  

 

問７  個人の希望に応じ て事業者等が代わっ て購入する新聞、雑誌等の代金は、教養娯楽に

係る「 その他の日常生活費」 に該当するか。  

答 全く の個別の希望に答える場合は事業者等と し て提供する便宜と は言えず、 その費用

は「 その他の日常生活費」 に該当せず、 サービス提供と は関係のない費用と し て徴収を行

う こ と と なる。  

 

問８  事業者等が実施するク ラ ブ活動や行事における材料費等は、「 その他の日常生活費」

に該当するか。  

答 事業者等が、サービスの提供の一環と し て実施するク ラ ブ活動や行事のう ち、一般的に

想定さ れるも の( 例えば、 作業療法等機能訓練の一環と し て行われるク ラ ブ活動や入所者

等が全員参加する 定例行事) における 材料費等は保険給付の対象に含まれる こ と から 別

途徴収する こ と はでき ないが、 サービ スの提供の一環と し て実施するク ラ ブ活動や行事

のために調達し 、提供する材料であっ て、利用者に負担さ せるこ と が適当と 認めら れるも

の( 例えば、 習字、 お花、 絵画、 刺繍等のク ラ ブ活動等の材料費) に係る費用は、 教養娯楽

に要する費用と し て「 その他の日常生活費」 に該当する。  

なお、事業者等が実施するク ラ ブ活動や行事であっ ても 、一般的に想定さ れるサービス

の提供の範囲を超えるも の( 例えば、 利用者の趣味的活動に関し 事業者等が提供する 材料

等や、 希望者を 募り 実施する旅行等) に係る費用については、 サービス提供と は関係のな

い費用と し て徴収を 行う こ と と なる。  

 

問９  利用者用の居室等における Wi -f i 等の通信設備の利用料は、 利用者から 徴収でき ない

のか。  

答 サービス提供と は関係のない費用と し て、 徴収は可能である。  

 


